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1　はしがき
　原価計算は一般に意思決定の状況に有効な役割を果たすとみなされている。近年，原価計算の領域
が製造活動領域に留まらず，1その活用が例えば活動基準原価計算を使うことによりサービスの分野に
も活用されているのである。このような活用領域の変化に鑑み，原価計算の目的とその機能を改めて
確認しておく必要があると考える。
　そこで，ドイツの原価計算の目的を，原価計算発達史および意思決定理論という視角から検討した
Dieter　PfaffおよびJUrgen　Weber（以下，　Pfaff　・　Weberと記す）の共同論文1を具体的な研究対象と
してみていくことにする。その論攻の中で，Pfaff・Weberは原価計算の目的を多角的な視点から吟
味し，一定の結論を見出しているのである。
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ll　原価計算に対する批判点および問題点
　Pfaff・Weberは，まず原価計算に対する批判点を以下のように示している2。すなわち，この経営
計算制度（betriebliche　Rechnungswesen）は
●
●
●
●
●
●
●
過度に財務数値に指向している
データを適時に準備しない
抽象度が過度に高い
不完全である，なぜなら様々な無形の財産対象物および資源消費が考慮されていないからであ
?
もっぱら過去指向的なデータを提供する
固定費および共通費の配賦計算の問題を過度に単純な方法で解決しようとしている
原価計算コストが高すぎる
という点である。これらの批判点の一つもしくはいくつかを考慮に入れようとして発達したものとし．
て，活動基準原価計算（Activity　Based　Costing），目標原価計算（Target　Costing），ライフサイク
ル原価計算（Lifecycle　Costing），株主価値構想（Shareholder－Value－Konzepte），バラソススコア
カード（Balanced－Scorecard）3等々が挙げられている。しかし，　Pfaff・Weberはこのような発達と
は別にまだ根本的なわだかまり（Unbehagen）が残ることを主張している。ここで取扱われるわだ
かまりとは，独自の原価計算の普遍的な必要性に関する議論4において表されたものである。当該議
論を要約的に把握した場合に原価計算の独自性を強く打ち出していこうと意見表明されたことが明ら
かにされている。この意見表明の理由として以下が挙げられている5。
　・　価値に指向した意思決定関連的な原価および給付の計上が，確かに収支主義原則に違反したこ
　　　とになるが，しかし同時に企業の意思決定の改善に貢献可能である（制御問題の無視もしくは
　　　存在しない場合でも機会原価の考慮）。
　・　生産プロセスを外部会計に関する詳細度合よりも非常に詳細に模写せよという原価計算への要
　　　求は次の為に必要とされている。すなわち，意思決定関連原価および給付を意思決定無関連原
　　　価および給付から分離可能にするため，さらに意思決定の対象に関連付けることを可能にする
　　　ためである。
　・　弾力的すなわち費用とは別の計上額をもって，企業内での（利害対立が一部に生じさらに情報
　　　の割り当てが不均等な（partiellen　Interessenkon且ikten　und　asymmetrischer　Informationsver・
　　　teilung）場合の）調整問題への対応の可能性。
　Pfaff・Weberは経験的調査の不足から企業実務が以上の論拠をみたしているかに関する判断は困
難としながらも，企業にとって原価計算は不可欠であると位置付けている。これを理由付けるため
に，次の仮説が取扱われている。すなわち，「とりわけ意思決定を基礎付けるために十分に適切であ
るとみなされていることから原価計算が重要なのではなく，むしろ原価計算はいわば『言語』として
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機能していることを示すものである。これを用いて目標と関係付けられた意思決定行動（Entscheid－
ungsverhalten）に影響を及ぼしうるのである。」6。
　この仮説に関してPfaff・Weberは意思決定支援機能を中心，として歴史的発達上の論拠，意思決定
理論上のそれを取扱い，さらに別の目的による原価計算の正当化を試みているのである。
皿　原価計算の意思決定指向化が歴史的展開の中心であるのか
　原価計算の意思決定支援機能に関する検討として，Pfaff・Weberはまず原価計算の歴史的発達7を
吟味している8。この吟味を行う際の問題点として，関連文献においては原価計算を取扱うときにそ
のシステムおよび目的を記述することで接近しようとし9，さらに企業が次のことを学んだとみなさ
れている点が指摘されている。すなわち，企業実務は簡単で過去関連的な全部原価計算にはもはや満
足せず，データ処理技術的に（DV－technisch）可能な恩恵が現代的な意思決定指向的な原価計算に
役立つといわれる点である。
　Pfaff・Weberは上記を問題視して，計算目的と計算構造との関連を情報経済的思考という視点10
から記述しているのである。ここで注意すべきことは，知覚されている分類の実施が単純化の強化に
つながり，それ故に情報損失がそれぞれの抽象概念の代償であると明示されている点である。
1．原価計算の原初形態：原価計算は供給者（Anbieter）と需要者（Nachfrager）との情報非対称
　　　　　　　　　　　　性減少のための道具であった
　時間の流れが3つに区分されて，原価計算の目的がそれぞれ吟味されている。
　まず，原価計算の原初形態が取り上げられている11。そこでは原価計算が「泡沫会社乱立時代」に
おいては価格計算（Preiskalkulatoin）を目的12とし，さらに「第3帝国」の中央集権の経済体制
（Zentralverwaltungswirtschaft）において全部原価計算の標準的手続き（Standardprozeduren）が形
式化された際の目標を①価格設定のために可能な限り信頼できる一般に受入可能な基礎を作り上げる
こと②原価計算の方法をプロセス的にも手段的にも統一化すること③このようにして原価計算を客観
化し，そして検証可能なように形成すること，ととらえられている。
　上述の目標の前提として強調されているのが，納入業者と顧客との著しい情報の非対称性である。
すなわち，納入業者は給付製造に関する完全な知識を持ち，顧客は他の納入業者の場合と比較した値
によってのみ知識を構築するにすぎないのである。この点を背景としてPfafF・Weberは全部原価計
算が顧客の知識獲得状態（Wissensposition）を改善し，生産者による搾取を阻止するものと位置付
けているのである。
　さらに生産者の知識向上に関しても言及されている。つまり原価計算を補完し推進することは，生
産者の知識向上に貢献し，追加的に損益データは直接的な技術上の生産知識および製品知識として十
分となるように給付製造および給付利用（Leistungserstellung　und－verwertung）の継続的ないしは
変更に関する意思決定のための情報を生産者に提供すると指摘されている。また，生産者の知識向上
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の必要性があったにもかかわらず規格統一の努力（Normierungsbestrebungen）の強化が20世紀初頭
三分の一の期間には原価計算から抜け落ちてしまったことも述べられている。
　以上を背景として，Pfaff　・　Weberが提示した当時の全部原価計算の原則的なメルクマールないし
は前提の考察を要約するならば次のように示すことができる。
　・　期間関連性：全部原価計算がいわば期間計算と確認されている。こうして全部原価計算が外部
　　　会計の原則的な利益観念を受け継ぎ，それにより新しい成果数値の理解がより容易になると指
　　　摘されている。この点を技術上の長所としながらさらに別の長所として，期間区分が要素の処
　　　分（Faktordispositionen）の様々な時間的レベルとは別に原価の関連付けを行うことが挙げら
　　　れている。設備の投資意思決定が損益に与える影響はその減価償却の実施を通じて反復的要素
　　　の投入に関する意思決定の影響と同列に置かれ，それにより個々の注文が，多数の注文の為に
　　　実行された投資費用であるにもかかわらず，それに負担せしめらるという危険が指摘されてい
　　　る。このような危険の対処として，製品の特別個別費の設定が示されている。
　・　個々の個別事例への原価負担の無関係性：全部原価計算の配分主義原則は期間区分の根本思想
　　　を受け継ぐことが指摘されている。すなわち，発生主義原則は原価を給付製造設備能力の持分
　　　に応じた利用に基づいて割当計算しているのである。これにより，プロセスを決定付けるメル
　　　クマールが同一の注文であれば等しく取扱われ，他のメルクマールが考慮されない点が強調さ
　　　れている。当該基本原則の正確な表現に著しい努力の必要が明らかにされている。さらに，配
　　　分計算方法の範囲および実施方法形成については給付製造設備能力の投入条件に関する諸条件
　　　と同様に存在すると指摘されている。こうして達成されたこととして，公的価格統制法（dem
　　　6ffentlichen　Preisrecht）に定められた注文に際して，価格検査員（PreisprUfer）が追加的な
　　　注文に特有の計算条件なしに価格の高さの合法性を統制可能である点が挙げられている。この
　　　とき，計算側面に関わる裁量の余地（Kalkulationsspielraume）は最小限に限定されているの
　　　である。
　・　継続的計算（laufende　Rechnung）：一般的なこととして，「継続的計算」というメルクマール
　　　が原価計算を識別するときの1つのメルクマールと位置付けられている。場合によっては，配
　　　分計算は追加計算とみなされ，継続的計算の構成要素とはみなしえないと述べているのであ
　　　る。この臨時的計算（solche　fallweisen　Rechnungen）により次の把握が可能とされる。すな
　　　わち，継続的原価計算の個々の事例の場合に適切なデータをどれほどわずかにしか提供できな
　　　いかを示すのならば，潜在的な不正確さが他の要素を通じて「改められる」に違いないことで
　　　ある。当該要素として問題視されているのは，第一に価格計算が反復性に富んだ任務（hoch
　　　repetitive　Aufgabe）と判断されるならば，継続的原価計算が情報費用を引き下げるというこ
　　　とである。第二に，（意図的な詐欺（bewu3te　Ubervorteilung）という意味での）「戦略上の誤
　　　った計算（strategische　Fehlkalkulationen）」のための裁量の余地を限定すべきというのであ
　　　れば，継続的計算のために不可欠な処置の標準化（Standardisierungen）は重大な長所を提供
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　　　すると意味付けられている。
　Pfaff・Weberは，原価計算を行う企業とその企業にとっての買い手との情報関係が原価計算の形
式（Gestalung）に中心的な影響を及ぼしたと結論付けている。そして，原価計算の発達に基づき，
初期観念（Anfangskonzept）が以下の発達段階を作り出したと位置付けている。
2。限界計画原価計算の浸透：原価計算は決定機関の意思貫徹のための道具であった
　Pfaff・Weberが原初形態の次に検討しているのは，第二次世界大戦後のドイツにおける原価計算
の発達である13。ここで主に取り上げられているのは限界計画原価計算である。
　その検討の中で限界計画原価計算は，この計算の根底にある計画思考（Planungsgedanke）が根本
的に新しいものではないが，計画原価算定が企業全体ではなく個々の生産の原価場所のために重要と
みなされることが確認されている。この計算の目標は「個々の原価場所のために可能な限り作用する
経済測定基準」14を得ることと提示され，当該目標は原価計算において経済的な給付製造を可能にす
る為の道具であるという統制の必要性により動機付けられると説明されている。なお，統制測定基準
は生産機能に基づく詳述された当為原価関数から提供される点が示されている。
　指示関係および情報関係を背景に上述のことを考察した結果として，限界計画原価計算の全部原価
計算との性格の相違が以下の通り示されている15。
●
　以上の限界計画原価計算の性格を踏まえて，Pfaff・
の継続的な把握を前提とする原価統制が必要と述べ，現在企業で行われている全部原価計算を次のよ
うに考慮している16。
　・　全部原価計算は受け入れられ，客観化された手順によって継続的に個々の原価場所の原価を把
　　　握する。企業の機能的な組織（funktionalen　Organisation）に基づけば，責任と生産機能との
　　　十分な密着感（Fit）が生じるのである。
　i　経済性の統制は原価場所指導者の方へ向けられている（ist～gerichtet）。この原価場所指導者
　　　の意思決定の権限（Entscheidungskompetenz）は（ただ）既存の設備能力使用（のみ）に関
　　　係付けられる。設備能力の変更は企業指導者によって意思決定されているのである。したがっ
　　　て，全部原価計算において実施される固定費の期間区分が妨げられないのである。
限界計画原価計算はその意図から，ただ企業内部の受け手に合わせられたものである。
限界計画原価計算は，企業指導者（Unternehmensleitung）と原価場所責任者（Kosten－
stellenverantwortlichen）との委任関係（Delegationsbeziehungen）による反映（Refiex）で
ある。
限界計画原価計算は，事前に生じる情報非対称性を企業指導者によって取り除き，したがって
また原価場所指導者（Kostenstellenleiter）のモラル・ハザードを阻止することを目標にして
いる。したがって，当為原価関数負担者が原価場所指導者ではなく，特別原価エンジニア
（spezielle　Kosteningenieure）もしくは外部のアドバイザー（externe　Berater）なのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Weberは当該の意図実現のためには実際原価
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　上述の検討の結果，Pfaff・Weberは限界計画原価計算履行の解決策として，原価場所計算の範囲
の中での全部原価計算への限界計画原価計算の統合を主張している。さらにこの期間の全部原価計算
の基本的メルクマールに関して以下の2点が追加されている17。
　・　当為原価関数獲得の可能性：限界計画原価計算は，原価が十分な確実性をもって計画されうる
　　　ことを前提としている。さらに，これには生産行為の高度な標準化および反復性が前提とな
　　　る。その条件として，生産の高度な機械条件付けおよび周辺の高度な安定という場合が極めて
　　　たやすく期待されなければならない。
　・　階層的委任関係（hierarchische　Delegationsbeziehungen）：限界計画原価計算は言外に「当該」
　　　企業指導者と個々の原価場所指導者との委任関係を前提としている。その場合に，委任された
　　　任務の範囲（delegierte　Aufgabenfeld）に関する完全な知識を十分に獲得することが決定機関
　　　に可能となるのである。
　以上，Pfaff・Weberは限界計画原価計算に関して「企業と市場との情報関係ではなく，企業指導
者と原価場所指導者との指示関係が設定されている」と位置付け，「これは，限界計画原価計算の浸
透手段が全部原価計算の（原価場所計算による）集積された構成要素であるからと説明されるのであ
る。」と理由付けている18。
3．原価計算は分散している意思決定担当者調整のための道具である
　Pfaff・Weberはまず1960・70年代の市場の変化を考察している19。その論述によると，売り手市
場が買い手市場へ（Verkaufer－zu　Kaufermarkten）と変化し，市場競争が規模の効果を要求し
（Wettbewerb　f6rdert　Skaleneffekte），企業は常に非常に強い競争の存在する市場で発展するのであ
る。リスクの考慮が経営を多角化しようという努力（Diversifizierungsanstrengungen）へと導き，
複雑性（Komplexitat）と活動性（Dynamik）が増すと説明されている。
　このような変化を前提として，原価計算が以下のように検討されている20。すなわち第一に，原価
計算は上記の傾向に，増大する洗練化（Verfeinerung）および（関係数値の範囲における何かの）詳
述を通じて応じている。第二に，原価計算はオペレーショソズ＝リサーチにおいて発達したプログラ
ム最適化計算（ProgrammoptimierungskalkUle）を取り上げている点である。この計算は変動費と固
定費の区分を前提とし，それ故に個別費と共通費に区分する全部原価計算を内容に含まない点が不備
として生じるが，Pfaff・Weberはこの不備が原価場所関連的に実現された限界計画原価計算を通じ
て補完されるという見解を示している。経済性統制の目的のために発達した変動費と固定費に区分す
る原価分割は，個別費と共通費という区分と共同して必要な一次情報（Ausgangsinformationen）を
提供し，これをもって原価計算は企業が活動計画を立てるための重要な一次データ（Ausgangsdaten）
を準備しうると論理展開されている。
　この見解によると，上述の活動計画は大企業において複雑な構造（komplexe　Strukturen）を統率
するために中心的な意味をもつのである。すなわち，幾月かに渡って費用のかかる計画プロセスおよ
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び予算作成プロセスにおける最高決定機関（die　oberste　Instanz）の目標観念は実行する各部署
（1eistende　Einheiten）の能力を持って（mit　M6glichkeiten）均等にされている。このとき，支配的
な方向付け（vorherrschenden　Richtung）（上意下達式（top－down），積み上げ式（bottom－up），逆
行した流れ（Gegenstrom））へ依存しないならば，企業指導者の展望する知識（Vberblickwissen）
と施行する各部署（ausfUhrende　Einheiten）の細部の知識との追求される結びつきが実際的な経験
（positive　Erfahrung）によって正当と認められ一般に受け入れられた数¶醒礎なくしては実現できな
いことを明白なこととして位置付けている。ここでPfaff　・　Weberが強調しているのは，原価計算の
原価価値および補償貢献額価値が計画プロセスにおいてその推進管理機構（P且ege　Controllern）に
転用された計画言語の性格を得ることである。このとき，前者が満たすべき条件として，以下のもの
が挙げられている21。
　・　計画範囲への関係：原価計算の期間損益観念および当為原価関数の時間的な範囲（Zeithori－
　　　zont）（1年およびより短期のそれ）に基づいて，当該条件が満たされる。
　・　高度な予想確実性（Erwartungssicherheit）：多数の給付製造プロセスが相互に結合している
　　　大企業は，個々の計画アプローチが高度な確実性に達するときにのみ統合されて「計画」可能
　　　とみなし得るのである（1assen　sich～》beplanen《）。高度に統合されている場合，多くの個
　　　別価値の不確定条件付きでの高度な乖離は，もはや修正可能な調整の不備（kompensierbaren
　　　Abstimmungslttcken）（調整の不備（Koordinationsdefekten））に素早く導くことはないので
　　　ある。高度に統合された作業計画のための基礎となっている広範囲の計画可能性は，限界計画
　　　原価計算の前提に正確に適している。この前提とは当為原価関数および一指摘されている一
　　　一共通費継続の可能性を想定することである。
　・　客観性および検証可能性：企業指導者と分散的な決定機関との情報の非対称性は（展望する知
　　　識対細部の知識（Uberblick－　versus　Detailwissen））効率のよい計画プロセスのために客観的
　　　で検証可能なデータベースを必要としている。その点について原価計算は非常に適している。
　　　その手順は何度も描写されさらに確かめられてきた。このことは原価計算の適用という重要な
　　　経験を生じさせるのである。原価計算は体系的な差異分析（systematische　Abweichungsana・
　　　lyse）を通じて計画アプローチ等々の検証可能性への願望に応じている。
　Pfaff・Weberは計画プロセスにおける原価計算統合の重心の変化を指摘している。すなわち，原
価場所関連原価価値は企業指導者から望まれている目標の実現可能性を裏付けている（belegen）こ
とないしは不可欠な適合の必要性（Anpassungsbedarfe）を示すことに役立つとされているのである。
その際，差異がわずかであれば実現可能性が所与の構成（原価関数）の中に示され，差異が大きいな
らば構造転換が必要と明示されている。構造転換はそのためにはさらに区分された計画を必要とし，
活動計画はその効果および詳述性から（von　ihrer　Ausrichtung　und　Detaillierung　her）これには適さ
ないと位置付けられている。
　以上の検討の結果，原価計算が計画の要求に従う，つまり増大する活動性（Dynamik）は限界計
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画原価計算の起源に関してさらに与えられたような決定機関の知識優位をもたらし，増大する複雑性
は計画の性格を最良化から調整へ転じ，さらに増大する活動性がこれを支援すると提示されている。
こうして，原価計算に関してこの時代に理論上確立され支配的であった意思決定指向性が上述の形成
から著しく乖離していると結論付けられているのである。
　このような検討結果に鑑みて，Pfaff　・　Weberは理論と実務の乖離から徹底的な熟考の必要性を主
張している。さらに，．原価計算の一般的な意思決定関係がどの点にあるのか，その際原価情報には会
計制度の他の情報と比べてどのような長所が与えられるといえるのかという詳細な分析の必要性が述
べられ，以下のように考察されている。
N　原価計算の意思決定指向性は理論上の神話といわれるものであろうか
　上述の理論と実務との乖離から必要とされた検討が次のように詳細に行われている22。
　Pfaff・Weberによれば，意思決定をi基礎付けるための道具としての原価計算の適性を議論する際
に必要とみなされているのは，原価計算の本質および作用（Wesen　und　Wirkungen）をより綿密に
示しうる関連性の枠組み（Bezugsrahmen）である。この場合には，関連性の枠組みとして意思決定
理論の基礎的モデル（Grundmodell）が選択されている。当該選択に関して，意思決定理論の全体と
同じように，基礎的モデルは意思決定問題に関して疎通が可能となる言語を自由に使用していると述
べられている。つまり，意思決定理論は意思決定に関する，したがってまた意思決定問題の解決策を
議論する際の原価計算利用に関しても適切なコミュニケーション単純化のための道具であると意味付
けられているのである。
　意思決定理論の基礎的モデルの基礎構成要素は以下の通り挙げられている。すなわち，意思決定領
域（行為の選択肢，周辺状況，生起確率ならびにその結果（mit　den　Handlungsalternativen，　Um－
weltzustanden，　Eintrittswahrscheinlichkeiten　sowie　den　Ergebnissen））および時間関数である。
　原則的に全ての意思決定問題を基礎的モデルの利用により記述しようと試みられているので，原価
計算の通常の公準化された意思決定関連性から上記の構成要素の少なくとも1つにこれが影響しな
ければならない点を結論として出しうると述べられている。さらに，この結論は次の言明の少なくと
も1つは適切であることを意味すると提示されている23。
　・　原価計算のデータは例えば特定の要求水準と実際状態との差異を明らかにすることによって，
　　　意思決定問題の目標定義もしくは識別に貢献している。
　・　原価計算は考察されるべき行為の選択肢の定式化（Formulierung）および限定に有益である。
　・　原価計算情報は当該の周辺状況の選択に影響するか，もしくはそれは主観的な確率の見積
　　　（Abschatzung）を改善する。
　・　原価計算は当該行為の選択肢の結果を見積もる際に有効である。
　上記の言明に関して，Pfaff・Weberは有効性に関する経験による明白さがこれを見出そうとする
のであっても，どのような理由で率直な（gerade）原価情報が意思決定に適しているといえるのか
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を問題視している。というのも，意思決定は常に将来へ向けられており，厳密に言えば行為の選択肢
からもたらされた将来的な収支のみが関心をもたせるにすぎないからと理由付けられている。このこ
とから，何故実施される意思決定にとって率直な原価（gerade　Kosten）が重要でなければならない
かが疑問視されているのである。
　この疑問に関して，外見上の解答と断った上で次のように吟味されている。すなわち，「基礎的モ
デルにおける選択肢数量が完全に模写されているならば，当該選択肢によって，その時々にもたらさ
れた将来的な収支は見積もられている（abgeschatzt　werden）はずである。これに対して，当該選択
肢が完全に模写されていないのならば，機会原価が考慮に含められるはずである。」24。
　機会原価に関する見解をみると，機会原価算定を意思決定の選択肢の評価という理論上正しい方法
と位置付けつつも，それは意思決定担当者の選択肢が完全に把握されていない場合と条件付けられて
いる。しかしながら，現実の世界では当該の場合が正規のものとみなされることから，継続的原価計
算利用が機会原価の近似値（in　der　Approximation　von　Opportunitatskosten）に本質があるとみなさ
れていることが指摘されている25。
　選択肢数量が不完全である場合，機会原価の近似値に原価計算利用の試みが一見して多大な説得力
を持つとしながらも，次の異義の顧慮が必要と示されている26。
●
●
●
　以上に鑑みて，Pfaff・
論付けている。こうした位置付けの上で，将来の意思決定を先取りすることができる原価計算システ
ムが何を成し遂げているのかが問題視されているのである。
　この問題点に関して「それぞれの特徴を持つ原価計算システムは，行われた（vergangen）資源消
費を，その得られた情報が将来の活動の結果を見積もるために有益となりうるであろうという期待を
持って把握し，集積し，そして分析している。」27という見解が示されている。
　ここでPfaff・Weberが主張しているのは，この言明が上述のように受け入れられるならば，原価
計算は表示された金額的数値（DM－Gr6tlen）における方が数量骨子の公表におけるよりもわずかに
しか利用されないと推定できることである。
　この論題に関してはプロセス原価計算を例に挙げて検討されている。そこで取り上げられているの
は，製品割当計算された間接的調達費は機会原価として無関連な支払いとしても解釈され得ないとい
う点である。間接的調達費は大抵短期間に全く削減可能ではないということから，後者が妥当と解さ
れている。それにもかかわらず，プロセス原価計算の計算方法は無条件に無意味とは位置付けられて
いない。その例として挙げられているのは，発注数を削減した場合に，未使用となる資源が他に投入
可能な状況である。このとき，当該資源の評価は具体的な意思決定状況に依存すると指摘されている
機会原価の算定は時間とコストを必要とする。
機会原価は絶えず変化させられている。
機会原価の観察は不可能である。
機会原価は意思決定に左右される。
　　　　　　　　Weberは原価計算システムが機会原価を直接的には全く模写できないと結
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のである。すなわち，当該資源に他の消費可能性が全く存在しないならば，その価値は0になり，
それが質の改善もしくは価値を引き上げる活動に投入されるならば，その価値は0より大きくなる
のである。ここで主張されていることは，プロセス原価計算において表示される金額は機会原価の，
したがってまた関連する資源のための粗悪な指標（schlechter　Indikator）であり，それに対してプ
ロセス原価率の背後に隠れている数量骨子はより一層言明能力があるということである。その理由と
して，当該数量骨子は企業の設備能力がどのように必要とされるかを示すことが挙げられている。以
上の検討結果として，プロセス原価計算において表示された金額（DM－Betrage）の方が，それに含
まれる，企業のためにその計算を利用できる数量（資源）の考察および分析よりも言明能力がさらに
わずかにすぎないことが導き出されているのである。
　上述の数量がとりわけ重要な原価計算の数量水準（Mengenebene）である場合には，次の問題点
の存在が指摘されている。すなわち，数量骨子の把握および特別調達の中でそこから導出された機会
原価の把握が継続的原価計算に必要とされるかである。この解答として以下が提示されている28が，
これは企業の生産プロセスの変化に伴う活動性（Dynamik）に著しく左右されることが強調されて
いる。
　・　活動性が少ない，つまり企業において行われる生産プロセスの変化がただ非常に遅いにすぎな
　　　いのであれば，安定した数量骨子（stabiles　MengengenUst）の継続的把握は必要とされない。
　　　確かに時間経過において価値投入は変化するかもしれない。しかし，このことは機会原価の見
　　　積に関して一上で示したように一どのみち副次的な意義を持つのである（sind～von・un－
　　　tergeordneter　Bedeutung）。
　・　どちらかというと活動性のある企業界（Unternehmenswelt）においては，確かにプロセスは
　　　変化する。しかし同時に数量骨子に関する経験の蓄積（aufzubauen）は活動性が増大するに
　　　つれて，ますます時代遅れになるのである。すなわち，「原価計算が短期間後に再編成処置の
　　　犠牲となるのであれば，計画原価計算のために原価場所関連原価関数を作成し，さらに原価を
　　　極度に厳密に把握することが何の役に立つのか？」29。
　Pfaff・Weberは以上の2点から，意思決定の基礎付けという目標を持つ継続的原価計算は，場合
によっては中間的な活動性という狭いグレー領域（einen　engen　Graubereich）に関して奨励される
といえることを明らかにしている。しかし，その場合ですら月ごとの原価把握の必要性が疑問視され
ている。それ以上に，かかる活動性の近年の持続的増加および今後の増加が考慮されるならば，意思
決定の基礎付けという観点の下での継続的な固執が益々わずかにしか保証されない（sprechen　dafUr）
点が強調されているのである。
　以上，Pfaff・Weberに従って原価計算の意思決定指向に対する問題を検討してきた。ここまでの・
論理展開は次のように要約されている30。
　（1）原価計算のデータはこれを用いて次のことを行うときにのみ，主に意思決定の支援に適している
　　のである。すなわち，
一420一
　　・　行為の必要性（意思決定問題）が明らかにされたとき
　　・　追加的な行為の選択肢が視野に入るとき
　　・　他の周辺状況が区別されるときもしくは主観的な公算の大きい判断が修正されるとき
　　・　将来的な活動の結果がより高く見積もられるとき
（2）多くのことが次のことを証明している。すなわち，総じて算定された原価の知識の方がむしろ上
　　記任務を認識するための背後にある数量観察（資源消費）よりもわずかにしか役に立っておらず，
　　したがってまた原価計算の意思決定関連性を正当化できるのである。
　（3）しかし，財の水準での特殊な重要性からの結果として，継続的原価計算は意思決定を基礎付ける
　　目的に関して価値がないといってもよいであろう。安定したプロセス条件を前提とする場合には
　　（bei　stabilen　ProzeBbedingungen），大きな時間的間隔における数量骨子の把握で十分なのであ
　　る。これに対して活動性が大きいのであれば，継続的な把握から将来の意思決定に十分な経験を
　　積むためには，時間が不足しているのである（reicht　die　Zeit　nicht　aus）。
上述の要約をもって，Pfaff　・　Weberによる原価計算の意思決定指向性に関する検討結果が明らか
にされた。この点を前提として，継続的原価計算を正当化しうる意思決定の基礎付けの機能以外にど
のような機能が当てはまるのかが考察されている。
V　原価計算の意思決定指向性を否定した場合に存在する他の原価計算機能
　ここまでの検討結果に鑑みて，Pfaff・Weberは原価計算に対して初めに持ち出された不満が考察
されるならば，実際的な必要性および可能性をわずかに引き合いに出した要求が公準化されたことに
部分的には帰せしめられる点を明らかにしている。さらに，要求と現実との乖離が大抵の場合に機能
障害を生じさせると述ぺている。
　このことから，原価計算をもっと完全に放棄せよと主張された要求に（erhobenen　Forderungen）
人が少なからず（nicht　vereinzelt）従い，企業のための利用およびそこからの結果として出てくるそ
の実際的形成を苦心して明らかにすることを試みるならば，直接的な意思決定関連から区分された
（losgel6st）3つの機能を形成しうる点が次のように示されている31。
　（1）外部会計は企業とその周辺との価値関連的関係を模写する。企業内部の取引（untemehmensin－
　　terne　Transaktionen）は間接的にのみそれを把握するにすぎない（例えば在高形成に関するそ
　　れ）。しかし，価値に従った内部取引は本質的にその給付製造を数量データ，時間データおよび
　　質的データに関して制御している企業においてすら，放棄できないと思われる。経営の価値創
　　造の個別段階における価値発生および価値消費の把握が原価計算の利用の核をなしている。そ
　　のうえ，価値に従った内部取引は外部会計の価値観念を完全に（給付単位原価計算上の原価ア
　　プローチの放棄）もしくは部分的にのみ引き継ぎうるのである。いずれにせよ，期間区分およ
　　び収支の流れから開放のメルクマールを引き継ぐことが必要なのである。すなわち，例えば利
　　益センター（Profit　Center）の損益もしくはコストセンター（Cost　Center）の原価目標
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　　（Kostenziele）が実際的に形成可能であるときのみである。
　（2）原価計算は作業の計画および統制に関する情報提供上の前提を形成する。（1）において述べた機能
　　はこれと互換性を持つ（ist　hiermit　kompatibel）。作業の計画関連性において原価計算はやはり
　　同様に支払計算には代えられない。作業計画は企業の複雑性（Komplexitat）に対して著しい単
　　純化の実行の下にのみ達成されるのである。そのうえ，例えばRiebelの計算観念を意図してい
　　るような高度な細分化は情報の非対称性に基づいて分散的な意思決定担当者のご都合主義的な行
　　動を（opportunistisches　Verhalten）可能にしている。分散された単位問の調整機構として拡張
　　された計画が重要性をもつならば，そのときにおいて挙げられた原価計算機能は重要性を持つの
　　である。これは，例えば予算を配分計算価格に代用させられる事例のことである。しかしながら
　　そのとき，原価計算は配分計算価格の算定および理由付けに使用可能といえるのである。
　（3）全く別の論証水準（Argumentationsebene）では，企業内に固有の能力を支援することに原価計
　　算が使われている。すなわち，一種の言語（eine　Art　Sprache）としての原価計算機能32が意味
　　されているのである。
　　　原価計算は固有に経営経済学的であり，しかしまた分かりやすく管理者と技術者とのコミュ
　　ニケーショソを可能にするものなのである。このことはとりわけ，原価計算において技術者に
　　信頼された数量水準（Mengenebene）が際立った役割を担っているということでもある。それ
　　にもかかわらず，その中で期間的に限定された損益数値が全く生じない一例えば目標原価計
　　算およびライフサイクル原価計算のようなそれ一新しい道具ですら，概念上原価を引き合い
　　に出している。評価された給付関連的な資源消費としての原価の，純粋形式における（in　Rein－
　　form）価値に従った原価概念の中で表現される視点は，次の場合に納得がいき分かりやすくさ
　　らに身近に感じることができるであろう。すなわち，複合的な評価および／もしくは大量に個別
　　事例が創り出した評価（komplexe　und！oder　stark　Einzelfall－gepragte　Bewertungen）が放棄さ
　　れる場合である。
　　　人は言語を習っているのである。しかしまた，人はそれを忘れうるのである。誰が原価計算
　　を完全に中止するつもりであるのか，意思決定領域の実務可能な薩定に関する複合現象（Ver－
　　bundphanomenen）の処置ないしは必要性をもはや取扱っていないのならば，築いた能力を忘れ
　　てしまうという危険を侵しているのである。後に，再びこれが必要とされるならば，これを新
　　たに構築することは時間と消費を意味するのである。
　以上の3つの区分に加えて，Pfaff　・　Weberは原価計算の4番目の見方を，関連文献の中で今日普及
しているものとして取り上げている33。その指摘によれば，周辺の変化が企業において決定機関の新
しい役割を前提とするのである。この決定機関の新しい役割に個別状況の知識が求められるべきでは
なく，当該役割は強く分散的な操作（Ftihrung）に関する前後関係の条件形式に集中すべきと位置付
けられている34。情報の非対称性に制約されたわずかな統制可能性に基づいて，制度的な調整，つま
り意思決定担当者の目標を（わずかな）異なる（（wenigen）unterschiedlichen）水準へ合わせるこ
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とに重要な意義が与えられる（zukommen）と提示されているのである。
　上述のことから，Pfaff・Weberは原価計算の役割の変化を指摘している。さらに，原価計算がこ
こまで検討された発達史における3段階において「支配的に，客観的で可能な限り歪められていない
『正確な』写像および実体の先取り（Antizipation　der　Realitat）を提供するという任務を持つならば，
さらに意思決定制御の意味が与えられる（zukommen）。」35ことに言及されている。
　ここで原価計算の任務に関して述べられている。すなわち，原価計算は原価額（Kostenh6hen），
配分方法および配分計算規定を特定の目標に合わせて決定することによってその任務を果たしうると
示されている。この点をPfaff・Weberは次のように提示している。
　・　原価額に関する例は給付単位原価計算の原価の種類，とりわけ給付単位原価計算の利子および
　　　減価償却費である。例えば，原価計算における投資計算領域から株主価値アプローチ（Share・
　　　holder－value－Ansatz）を転用するという枠組みにおける（一般的および特有な）資本市場リ
　　　スクに関する利子調整を通じて，二次的な意思決定担当者もまた常に，最高決定機関の任命
　　　（Bestellung）に関して権限を有している出資者の利益のことを（Interessen　der　Kapitalgeber）
　　　考えているのである。
　・　配分計算領域での例は，共通費潜在能力の圧縮へ導きさらにそのご都合主義的な悪用（oppor－
　　　tunistische　Ausbeutung）を阻止する関連数値計算（「プロセス原価計算」）のために，付加原
　　　価計算ごとに実施している共通費の負担の移行である。
　・　配分計算規定領域からの最も知られた例は，目標の食い違いを無視する場合に関連原価の「正
　　　しい」関係付けに対して，委任条件下での配賦された共通費の負担が効率上の利益となりうる
　　　（Ethzienzvorteile　bringen　kann）という知識である。
　しかし上記のように意味付けながらもPfaff　・　Weberは，原価計算が比較的単純で，容易に展望可
能な（Uberschaubare），わずかに細分化された計算を形成すると理解することにも意義を見出して
いる。このとき，データにより生じる理解可能性，看取可能性（Durchschaubarkeit）および事後監
査可能性（NachprUfbarkeit）のような判断基準が中心とみなされている。このように複雑性がわず
かな場合には透明性を助成し，データ発生の明瞭性が原価を正当化するための前提と位置付けられて
いる。認められた不変の（feste，　akzeptierte）監査可能な計算方法，構i成次元の規範的性格
（Normcharakter　der　Strukturdimensionen）36および配分計算手続きのための，原価計算を開始した
年から伝えられてきた努力が新しい計算目的を支援すると明示されているのである。
　原価計算機能の検討を通じて，Pfa任・Weberは次のように述べている6「第一に，分散的な意思決
定担当者がより多くの意思決定を下さなければならない場合，さらにその意思決定の『適切な』制御
に関して原価計算の様々な形成が必要とみなされる場合には限界（Grenzen）が生じる（『行動制御
のジレンマ』）。第二に，非常に様々な方法における個々の分散的な意思決定担当者が原価を通じて影
響を及ぼされざるを得ない場合，問題が生じる。発生誘発因子の個別性（lndividualitat　des　An－
reizes）は，人の内部のみならず人と人との間にも（sowohl　intra－als　auch　interpersonell）数の客観
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性および相当性における信頼を（Vertrauen）素早く喪失に導く。操作の疑いとそこから結果として
生じる受容性の問題は機能障害的に作用しうる。発生誘発因子の個別性の放棄がその結果とみなすこ
とができるであろう。」37。
V【原価計算の今後の展望
　Pfaff・Weberは当初の問題点，つまり原価計算に関する要求と現実との乖離が何に帰せしめられ
なければならないのかに対する検討を，原価計算発達史および原価計算の意思決定理論から行ってき
た。その結果として，発達史上の分析よりも意思決定理論上の分析によって次の推論が導出されると
述べている。すなわち，関連文献において常に公準化もしくは採用されている，継続的原価計算の主
用目的として意思決定基礎付けがあり，それは過去においても未来においても当該計算に（an　eine
solche　Rechnung）誤解された要求を導くものである38。
　原価計算はその発達において次の特定の支配的な目的に従うと明示されている39。
　・　価格正当化の意味での価格計算の道具としての原価計算
　・　決定機関の意思貫徹の道具としての原価計算
　・　分散している意思決定担当者調整の道具としての原価計算
　この支配的な目的の中に意思決定の基礎付けは含まれていない点が明らかにされている。しかし，
そこからPfaff・Weberは継続的原価計算が企業から締め出されるという結論を導いてはいない。そ
の主張によると，原価計算は近い将来においてどこまでも放棄不可能であり，その理由が以下のよう
に挙げられている40。
　（1）原価計算は一少なくとも，文献上および実務において支配的な価値に従った特徴では一明ら
　　かに数量ないしは資源の考察に基礎付けられている。確かに安定したプロセスを前提とする場
　　合，より大きな時間的な間隔で数量骨子を把握することは十分である。けれども，継続的原価計
　　算は管理者（Controllem）と技術者との間の持続的なコミュニケーションを保証するために必
　　要である。原価計算は活動計画および統制に関する情報付与の（imformatorisch）前提を形成し
　　ている。これはある企業における全ての意思決定担当者のために分かりやすく目標と結び付ける
　　ことができ，さらに計画に置きかえさせることができる（in　Plane　umgesetzt　weiden　k6nnen）
　　言語を表すのである。これに対して，純粋な収支計算には次のような欠陥があるとみなされる。
　　すなわち，それは技術者にとって重要な資源消費に欠け，さらに期間区分なしには不可能なので
　　ある41。
（2）仮に，調整機構としての詳細な計画がそこではわずかにしか重要でないような企業において，計
　　画言語としての原価計算が意義を失うのであっても，継続的原価計算は依然として重要である。
　　例えば，そこの予算案を振替価格（Verrechnungspreise）で代用するのならば，原価計算はその
　　内部価額の算定および理由付けに使用される。そのとき原価計算は，もはや予算案に関する意思
　決定への影響を及ぼす役割ではなく，振替価格もしくは原価配分のような他の調整手段に関する
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　　それを受け継いでいるのである。しかし，その関係の中でも（in　diesem　Kontext）次のことを
　　顧慮しなければならない。すなわち，計算方法（Vorgehensweisen）が依然として分かりやすい
　　ものでありさらに受け入れられるものであることである。そうでなければ，企業内でのコミュニ
　　ケーションおよび協力（Kooperation）が被害を受けるという危険が存在することになる。とい
　　うのも，もはや全てが同じ言語とはいえないからである（weil　nicht　mehr　alle　dieselbe　Sprache
　　reden）。
　Pfaff・Weberは継続的原価計算の意思決定指向性，つまりこれがプログラム意思決定，価格意思
快定，自製・購入選択（Make－or－buy）の意思決定およびプロセス意思決定等々のような意思決定
を支援するとみなす見方を，理由付けに欠けるとして退けている。その見解によると，この範囲で基
礎付けられた意思決定は，機会原価もしくは意思決定関連的な収支の流れの知識を前提とするのであ
る。しかし例外を度外視すれば，当該前提は継続的原価計算の構成要素ではないことが強調されてい
る。この点を基礎として，原価計算が意思決定に指向するという考え方はPfaff・Weberの見解によ
ると否定されるのである。
孤　結びに代えて
　以上，Pfaff・Weberの見解をその論理展開に沿ってみてきた。ここで，その論証を要約していき
たい。
　まず，Pfaff・Weberは継続的原価計算の主要目的としての意思決定指向性を問題視し，意思決定
を基礎付けるために十分に適切であるとみなされることから原価計算が重要なのではなく，むしろ原
価計算のいわば言語としての機能があることを仮説として取扱っている。その際，原価計算発達史上
および意思決定理論上での論拠を検討し，結論を導き出している。
　原価計算発達史における原価計算は，価格正当化の意味での価格計算の道具として，決定機関の意
思貫徹の道具として，さらに分散している意思決定担当者調整の道具として位置付けられている。こ
の点から，原価計算の意思決定指向性は導き出されていない。
　意思決定理論においては，意思決定に指向するものとして機会原価を挙げているが，これは原価計
算システムにより直接的には模写されないために原価計算の意思決定指向性を示さないとみなされて
いる。また，意思決定の基礎付けという目標をもつ継続的原価計算を見出そうとしているが，それは
中間的な活動性という狭い領域にのみ限定され，しかも月ごとの原価把握に対する疑問視および活動
性の増加の考慮により，意思決定の基礎付けに関する継続的な固執がわずかにしか保証されないと結
論付けられている。
　ここで，Pfaff・Weberは原価計算の意思決定指向性の否定を前提として，その他の原価計算機能
に目を向けている。すなわち，経営の価値創造の個別段階における価値発生および価値消費の把握が
原価計算利用の中心となる機能，作業の計画および統制に関する情報提供上の前提を形成するという
機能，一種の言語としての機能，意思決定機関の新しい役割を前提として意思決定担当者の目標を異
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なる水準に合わせるための調整という機能である。以上のような機能の保持から，原価計算の役割の
変化が指摘されており，さらには意思決定制御が見出されているのである。
　最終的に，原価計算が意思決定担当者のための目標・計画に関する言語機能を担い，さらにこの機
能が否定されても調整手段に関する役割を受け継ぐことから，企業は原価計算を放棄し得ないことが
結論として導かれているのである。
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